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第１章 計画策定の趣旨・基本的な考え方 

 

 １ 計画策定の趣旨 

   国において、東日本大震災から得られた教訓を踏まえ、事前防災および減災、その

他迅速な復旧復興に資する施策を総合的かつ計画的に実施すること等を理念とする

「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本

法（以下「基本法」という。）」が平成 25 年（2013 年）12 月に公布・施行され、平成

26 年（2014 年）６月「国土強靭化基本計画（以下「基本計画」という。）」が閣議決

定されました。その後、中長期的な見直しに基づき、国土強靭化に関する施策を計画

的かつ着実に推進するため、令和５年（2023 年）６月に法改正が行われ、同年７月に

新たな基本計画が閣議決定されました。 

   また、滋賀県では、平成 28 年（2016 年）12 月に「滋賀県国土強靱化地域計画～強

くしなやかな滋賀の県土と県民生活実現計画～（以下「県地域計画」という。）」を策

定し、令和２年（2020 年）６月に改正を行い、滋賀県の強靱化を推進されています。 

   本町では、これまでも防災（洪水・地震）ハザードマップの配布、地域防災計画の

見直しなど、防災・減災対策を進めてきましたが、人口減少や少子高齢化の進行に加

え今後老朽化した公共施設等の更新・維持等が難しくなる等、将来的に財政状況が厳

しくなることが懸念される中ではあるものの、これまでの災害の教訓を生かし、いつ

起こるかわからない大規模な自然災害に対する事前防災・減災に取り組んでいく必要

があります。 

   また、令和２年（2020 年）以降、新型コロナウイルス感染症が世界的に猛威を振る

う未曽有の事態が発生しました。令和５年（2023 年）５月に５類感染症に移行しまし

たが、自然災害発生時には従来の災害医療に加え、新型コロナウイルス感染症をはじ

めとする感染症対策が必要となっています。 

   そこで、人命を守り、社会・経済への被害が致命的なものにならず迅速に回復する

「強さとしなやかさ」を持った災害に強いまちづくりを推進するため、「竜王町国土強

靱化地域計画（以下「町地域計画」という。）」を策定するものです。 

 

 ２ 基本的な考え方 

  (1) 町地域計画の位置付け 

    町地域計画は、基本法第 13 条の規定に基づく国土強靱化地域計画として、本町に

おける国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための指針として策

定します。 

    また、国基本計画や県地域計画との調和を保ちつつ、本町の町政の基本方針であ

る竜王町総合計画や竜王町コンパクトシティ化構想、竜王町グランドデザイン構想

など未来を見据えた将来ビジョンとも整合を図ることとします。 
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  (2) 町地域計画の対象とするリスク 

    町地域計画が対象とするリスクは、重大な被害が想定される「大規模地震および

風水害」等の大規模災害とし、このリスクにより「起きてはならない最悪の事態」

を設定します。 

 

  (3) 基本目標 

    町地域計画における基本目標として、次のとおり定めます。 

 

① 人命の保護が最大限図られること 

② 町および地域の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

③ 町民の財産および公共施設に係る被害の最小化 

④ 迅速な復旧復興 

 

 

  (4) 事前に備えるべき目標 

    大規模地震および風水害の発生を想定して、基本目標を具体化した６つの「事前

に備えるべき目標」を設定します。 

① あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ 

② 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活

環境を確保することにより関連死を最大限防ぐ 

③ 必要不可欠な行政機能を確保する 

④ 経済活動を機能不全に陥らせない 

⑤ 情報通信サービス、電力等ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワー

ク等の被害を最小限にとどめるとともに、早期に復旧させる 

⑥ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

 

  (5) 計画期間 

    町地域計画の計画期間は、令和７年度（2025 年度）から令和 11 年度（2029 年

度）までの５年間とします。 
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第２章 本町の地域特性 

 

１ 位置および面積 

竜王町は、滋賀県蒲生郡に属し、滋賀県の中央部よりやや南寄り、琵琶湖の東岸に展

開する蒲生平野に位置しています。本町の北部は、日野川を隔てて近江八幡市に隣接

し、東部は東近江市、南部から南西部にかけては甲賀市、湖南市、西部は野洲市と境を

接しています。 

行政域は、東西 7.6 ㎞、南北 8.5 ㎞、面積は 44.55 ㎞ 2を有しています。 

 

２ 地形 

竜王町は、滋賀県の南東部に位置し、西に鏡山（標高 385m）、東に雪野山（標高 309m）

を望み、南に丘陵地が位置し、これらの山々に囲まれた中央に比較的まとまった平野

が広がっています。町域には、日野川とその支流である祖父川や善光寺川などが流れ

ています。祖父川は天井川を形成しており、小口集落と薬師集落との中間付近では、祖

父川以西の竜王町主要部低地に比べて河床が 8ｍ前後も高い構造になっています。天

井川は、氾濫の危険性が高く、ひとたび破堤すると高い河床からの土砂の流出するこ

とに加え、河川の水位が低下しても氾濫水が河川に戻りにくいことから、被害が大き

くなります。 

地形ごとの概要および竜王町での分布、災害危険性を示した表と地形区分図を以下

に示します。 

 

 

＜地形の特徴および災害危険性＞ 

地形 概要 竜王町での分布 災害危険性 

山地・山麓地 

山地は、地殻の突起部で

ある山の集まりが一つの

まとまりをなしている地

域。 

山麓地は、山のふもと、

すそ周辺の地域。 

西部の野洲市・湖

南市との境界一帯

と東部の雪野山付

近に広がっていま

す。 

○大規模地震 

 揺れやすさは小さいが、地すべり

や崩壊が発生することがあります。 

○風水害 

 浸水することは無いが、土石流が

発生する可能性があります。 

丘陵地 

概ね高度 300m 程度で、

頂部が丸みを帯びた起伏

の少ない稜線を形成した

地形。 

地表面は平坦で比較的良

好な地盤。 

南部の山中や山之

上、東部の山地と

祖父川の間に広が

っています。 

○大規模地震 

 低地に比べ地盤がよく、地震災害

を受けにくいです。 

○風水害 

 浸水することは無いが、土石流が

発生する可能性があります。 
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砂礫台地 

洪水時に河川によって運

ばれた土砂の堆積によっ

て形成された台地。 

谷底平野と後背湿地・デ

ルタの間に分布。 

山之上の住宅地や

北部の美松台、鏡

工業団地あたりに

広がっています。 

○大規模地震 

 低地に比べ地盤がよく、地震災害

を受けにくいです。 

○風水害 

 低地に比べ、河床と比べると高さ

が高いため水害を受けにくいです。 

谷底平野 

山地、丘陵地などの間を

流れる河川沿いの細い低

地。 

砂、粘土などからなる部

分の地盤は軟弱。 

南部の祖父川、善

光寺川に沿って広

がっています。 

○大規模地震 

 比較的軟弱な地盤であることが多

く、地盤沈下する可能性がありま

す。また、地層が砂、シルトからな

る地域では、液状化の可能性があり

ます。 

○風水害 

 低い土地であるため浸水しやすい

です。 

自然堤防 

洪水時に河川によって運

ばれた土砂の堆積によっ

て形成された河川沿いの

微高地。 

周辺の低地に比べて水は

けは良い。 

日野川、祖父川、

善光寺川、惣四郎

川沿いと、北部・

西部の集落地域に

点在しています。 

○大規模地震 

 液状化の可能性が高いです。 

○風水害 

 浸水の可能性はあるが、後背湿地

などの低地よりは小さいです。 

後背湿地・デ

ルタ 

洪水時に自然堤防を越え

てあふれた氾濫水が、ほ

かの自然堤防や、台地の

間に長期間停滞し細粒の

堆積物が沈殿した土地。 

非常に水はけが悪く、地

盤は軟弱。 

北西部一帯に広が

っています。 

○大規模地震 

 極めて軟弱な地盤であり、地震に

よる被害が生じやすいです。また、

液状化する可能性もあります。 

○風水害 

 低い土地のため浸水しやすいで

す。 

人工改変地 
人為的に地形面の改変を

行って形成された地形。 

南部のダイハツ工

場と松が丘あたり

に分布していま

す。 

○大規模地震 

 盛土地は軟弱な地盤で、不同沈下

が生じる可能性があります。大規模

盛土地では盛土地すべりが発生する

可能性があります。また、法面崩壊

が発生することもあります。 

○風水害 

 丘陵地等の人工改変地であれば浸

水の可能性はないです。 
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D：主要河川からの距離（km） 
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３ 地質 

竜王町の各地質の概要および災害危険性を示した表と地質図を以下に示します。 

 

＜地質の特徴および災害危険性＞ 

地質 概要 竜王町での分布 災害危険性 

中・古生層 

（固結堆積物・ 

火成岩類） 

中・古生代（約5億7500

万年～約6500万年前）

に形成された層。固結堆

積物や火成岩類からな

り、硬い地層となってい

ます。 

西部の山地と東部の

雪野山に分布してい

ます。 

雪野山は湖東流紋

岩、鏡山は鈴鹿花崗

岩であります。 

地盤が固く地震の揺れ

は小さいです。 

洪積層 

（半固結堆積物） 

約170万年前～約1万年

前の洪積紀に生成された

層。主によく締まった砂

礫で構成され、丘陵地・

台地・段丘地を構成して

います。 

南部と祖父川以西に

分布しています。 

沖積層に比べ、地盤沈

下、洪水、液状化が起

こりにくいです。 

沖積層 

（未固結堆積物） 

約1万年前～現在までの

沖積紀中に堆積した層。

河川の流域や海岸沿いの

低地に分布し、粘土・シ

ルト等で構成され、軟弱

層が多いです。 

平野部に分布してい

ます。 

軟弱地盤が多く、低地

が多いため、地盤沈

下、洪水、液状化が起

こりやすく、地震の揺

れも大きくなります。 

  

図 竜王町地形区分図 
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 図 竜王町の地質図 

(火成岩類) 
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４ 本町周辺の活断層 

本町周辺に分布する活断層とその特性を以下に示します。 

 

＜活断層パラメータ＞ 

活断層 走向 
上端深さ 

（km） 

長さ 

（km） 

幅 

（km） 

傾斜 

（°） 

気象庁マグ

ニチュード 

モーメント 

マグニチュード 

大鳥居断層帯 40.6 / 335.3 3 24.1 15 90 7.1  6.8  

頓宮断層 357 0 31 18 65 7.3  7.0  

木津川断層帯 250 0 31 18 50 7.3  7.0  

花折断層帯 

（中南部） 

中部：202.3 

南部：354.8 
0 

中部：20 

南部：15 

中部：17.5 

南部：32.5 

中部：90 

南部：50 
7.4  7.0  

鈴鹿東縁断層帯 191.2 0 47 22.5 60 7.6  7.2  

鈴鹿西縁断層帯 358 0 46 35 35 7.6  7.2  

琵琶湖西岸 

断層帯（全体） 

北部：181.1 

南部：200 
0 

北部：23 

南部：38 
18 

北部：45 

南部：35 
7.8  7.4  

柳ヶ瀬・関ヶ原 

断層帯（全体） 

北部北：22.1 

北部南：135.1 

中部：353.4 

南部：134.7 

0 

48 

 

中部：12 

南部：45 

25 

 

中部：15 

南部：16 

北半部：40 

南半部：

140 

中部：90 

南部：90 

8.2  7.7  

出典：地震調査研究推進本部 

走向  ：断層が水平方向でどの方向に伸びているかを示すものです。  

傾斜  ：断層面が水平面からどれだけ傾いているかを示すものです。 

気象庁マグニチュード  ：地震計の波の振幅から計算したマグニチュード。すぐに計算できるが、大

きな地震を正確に表現することができないです。普段よく耳にするマグニ

チュードは気象庁マグニチュードのことです。 

モーメントマグニチュード：岩盤のずれの規模をもとに計算したマグニチュード。大きな地震を表現

することができるが、計算が複雑ですぐには計算できないです。 
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図 断層位置図 
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５ 気象 

(1) 気候 

竜王町付近の年平均気温は 14.5℃（注）で、滋賀県の中では中間的な値であり、

温暖な瀬戸内型の気候です。 

   （注）出典：彦根地方気象台 平年値（統計期間 1991～2020〔東近江〕） 

 

(2) 降水量 

竜王町付近の年降水量は1440.5㎜で、県下でも降水量の少ない地域にあたります。

降水量は、梅雨時と夏から秋にかけての台風シーズンに多く、冬季に少ない傾向にあ

ります。 

    

(3) 積雪 

滋賀県では北部で大雪となることが多いが、竜王町を含む滋賀県中部で積雪が起

こる頻度は、北部に比べて少ないです。 

 

６ 人口・世帯数 

竜王町の人口（国勢調査による）は、昭和 50 年（1975 年）9,301 人から増加傾向

にあったが､平成 7 年（1995 年）13,650 人をピークに、その後は緩やかな減少傾向に

転じ､令和２年現在（2020 年現在）11,789 人です。 

世帯数（国勢調査による）は、昭和 60 年（1985 年）以降増加傾向にあり、平成 22

年（2010 年）4,413 世帯となりました。その後、平成 23 年（2011 年）以降減少傾向

に転じましたが、令和２年現在（2020 年現在）4,435 世帯と平成 22 年（2010 年）よ

り増加しています。 

 

７ 交通 

町の北部を国道８号が、また中央部を名神高速道路が東西に走り、町内を主要地方

道、県道が縦横しており、町の西部に位置する竜王ＩＣや隣接する近江八幡市、湖南

市、東近江市へ通じる国道 477 号にアクセスしています。 

 

８ 産業 

竜王町の製造品出荷額は、平成 20 年度（2008 年度）の 7,127 億円をピークに減少

し、平成 23 年（2011 年）には、5,437 億円にまで減少しましたが、その後増加に転

じ、令和３年（2021 年）に 6,998 億円となっています。産業別就業人口（国勢調査）

は、平成 27 年（2015 年）までは第２次産業が 62.1％と占める割合が高くなっていま

したが、令和２年（2020 年）は第１次産業 6.2％、第２次産業 42.3％、第３次産業 50.0％

であり、第３次産業の占める割合が高くなっています。 

商店数が 217 店舗、従業者数が 1,627 人（令和３年）、年間商品販売額が 513 億円
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で、大型商業施設の開業等により大きく増加しています。 

販売農家数は減少傾向にあり、令和２年では 391 世帯です。（竜王町統計資料編 2022） 

 

第３章 脆弱性評価 

 

 １ 評価の方法等 

   次の方法により、脆弱性評価を行います。 

   ① 町民生活・町民経済に甚大な影響を及ぼすリスクとして「大規模地震および風

水害」等の大規模自然災害を設定 

   ② ４つの基本目標を具体化した６つの「事前に備えるべき目標」の妨げとなる事

態として、仮に発生すれば本町に大きな影響が生じると考えられる「起きてはな

らない最悪の事態（リスクシナリオ）」を設定 

   ③ 「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」ごとに強靱化に関する個別

施策分野および横断的施策分野を総合的に評価 

    【個別施策分野】 

     ①行政機能／消防等、②住宅・都市、③保健医療・福祉、④エネルギー、⑤産

業、⑥交通・物流、⑦農林水産、⑧国土保全・土地利用、⑨環境 

    【横断的施策分野】 

     ①リスクコミュニケーション、②老朽化対策、③デジタル活用 

 

 ２ 「起きてはならない最悪の事態」の設定 

   ６つの「事前に備えるべき目標」を達成するため、本町の実情に応じて 31 の「起

きてはならない最悪の事態」を次のとおり設定します。 

 

起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態 

1 

あらゆる自然災害

に対し、直接死を

最大限防ぐ 

（１） 
大規模地震に伴う、住宅・建物・不特定多数が集まる施設等

の複合的・大規模倒壊による多数の死傷者の発生 

（２） 
地震に伴う住宅密集地等の不特定多数が集まる施設におけ

る大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 

（３） 

河川の氾濫等による突発的または広域かつ長期的な住宅地

等の浸水やため池・防災インフラの損壊・機能不全による多

数の死傷者の発生 
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（４） 
大規模な土砂災害や大規模氾濫（深層崩壊、土砂・洪水氾濫、

天然ダムの決壊など）等による多数の死傷者の発生 

（５） 暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生 

（６） 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

２ 

救助・救急、医療活

動が迅速に行われ

るとともに、被災

者等の健康・避難

生活環境を確保す

ることにより関連

死を最大限防ぐ 

（１） 
自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶

対的不足 

（２） 
医療施設および関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途

絶、エネルギー供給の途絶による医療機能の麻痺 

（３） 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす多数の

被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生 

（４） 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・

エネルギー供給の停止 

（５） 想定を超える大量の帰宅困難者の発生による混乱 

（６） 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

（７） 大規模な自然災害と感染症との同時発生 

３ 
必要不可欠な行政

機能を確保する 

（１） 
被災による司法機能、警察機能の大幅な低下等による治安

の悪化、社会の混乱 

（２） 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

４ 
経済活動を機能不

全に陥らせない 

（１） 
サプライチェーンの寸断・一極集中等による企業の生産力・

経営執行力低下による国際競争力の低下 

（２） 
高圧ガス施設等の重要な産業施設の火災・爆発に伴う有害

物質等の大規模拡散・流出 

（３） 
金融サービス・郵便等の機能停止による住民生活・商取引等

への甚大な影響 

（４） 食料等の安定供給の停滞に伴う、経済活動への甚大な影響 

（５） 
異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大

な影響 
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（６） 
農地・森林や生態系等の被害に伴う町土の荒廃・多面的機能

の低下 

５ 

情報通信サービ

ス、電力等ライフ

ライン、燃料供給

関連施設、交通ネ

ットワーク等の被

害を最小限にとど

めるとともに、早

期に復旧させる 

（１） 

テレビ・ラジオ放送の中断やインターネット・ＳＮＳの障害

等により、災害時に活用する情報サービスや通信インフラ

が機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・

支援が遅れる事態 

（２） 

電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス

供給、石油・ＬＰガスサプライチェーン等の燃料提供施設等

の長期間・大規模にわたる機能の停止 

（３） 上下水道・工業用水道施設の長期間にわたる機能停止 

（４） 
交通インフラの長期間にわたる機能停止による物流・人流

への甚大な影響 

６ 

社会・経済が迅速

かつ従前より強靱

な姿で復興できる

条件を整備する 

（１） 
自然災害後の地域のより良い復興に向けた事前復興ビジョ

ンや地域合意の欠如等により、復興が大幅に遅れる事態 

（２） 

復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、ボランテ

ィア、ＮＰＯ、企業、労働者、地域に精通した技術者等）の

不足等により復興が大幅に遅れる事態 

（３） 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅

に遅れる事態 

（４） 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進

まず復興が大幅に遅れる事態 

（５） 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩

壊等による有形・無形の文化の衰退・損失 

（６） 
国際的風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失

業・倒産等による町経済等への甚大な影響 

 

 ３ 「起きてはならない最悪の事態」を回避するための取組の分析・評価 

   「起きてはならない最悪の事態」を回避するため、現在実施している施策の進捗状

況を把握し、現状を改善するために何が課題であり、今後、どのような施策を導入す

べきかについて分析・整理しました。 

   また、課題の分析、整理に当たっては、必要に応じ、他の主体（関係府省庁、地方

公共団体、民間事業者、ＮＰＯ等）との連携や他の主体の取組に関する課題、投入さ

れる人材その他の国土強靱化の推進に必要な資源に関する課題を含めています。 
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   脆弱性の評価結果は、別紙１「起きてはならない最悪の事態」ごとの脆弱性評価結

果のとおりです。 

 

 ４ 重要業績指標（ＫＰＩ）の設定 

   「起きてはならない最悪の事態」を回避するために有効な施策について、重要業績

指標を別紙２のとおり 26 の指標を選定しました。重要業績指標は、脆弱性評価や、今

後これを踏まえて、推進する施策の進行管理に活用します。 

 

第４章 脆弱性評価を踏まえた国土強靱化の推進方針 

 

 １ 推進方針 

別紙１「起きてはならない最悪の事態」ごとの脆弱性評価結果に基づき、国土強靱化

を推進するため、次のとおり個別・横断的施策分野別推進方針を示します。 

なお、限られた資源で効率的・効果的に本町の強靱化を進めるためには、施策の重点

化を図る必要があります。 

このため、町地域計画では、31 の「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」

を想定し、これらに対応できる施策に取り組みます。特に重点的に取り組む施策を選

定し、より効率的・効果的に本町の強靱化を進めます。 

重点とする施策は☆で示しています。 

 

個別・横断的施策分野別推進方針 

 

個別施策分野 

 

【行政機能／消防等】 

 

≪行政機能≫ 

（町域全体の危機対応力の向上）☆ 

○ 町域全体の危機対応力の向上を図るためには、町民一人ひとりが災害関連情報を正し

く理解し、的確な避難行動を迅速に行うことが重要であることから、竜王町総合防災訓

練等を通して普及・啓発に取り組みます。 

○ 防災へのさらなる意識・知識の高揚を図るため、住民や自治会、ＮＰＯ、災害ボランテ

ィア等様々な主体同士が、危機事案や地元での活動報告などの情報交換や交流する場
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を提供し、あらゆる人々が安心して暮らし続けることのできる地域づくりを推進し、地

域における防災力の一層の強化を図ります。 

○ 居住地の拡散・拡大を防ぎ、集住による迅速かつ効率的な避難を可能にするため、コン

パクトシティ化を推進します。 

○ コンパクトシティ化により整備する中心核においては、町域全体の危機対応力を高め

ることを念頭に各施設を整備します。 

 

（住民等への情報伝達手段の多様化・正確な情報発信） 

○ 住民等への情報伝達手段として、竜王安心ほっとメール、防災行政無線および防災アプ

リの運用を継続し、災害時に情報サービスや通信インフラの機能が停止した場合には、

いち早く情報発信が再開できるよう関係部署・民間事業者との連携強化を図ります。ま

た、情報伝達訓練の実施等により、システム運用確認と保守確認を徹底するとともに、

住民への周知を継続して進めます。 

○ 災害発生時など消費者が不安を抱くような社会情勢において、町内の商品やサービス

への風評被害等を防ぐため、被害状況や品質への影響などについて、正確な情報を迅速

に発信します。 

 

（町の業務継続に必要な体制の整備） 

○ 災害発生時においても、業務継続の実効性のある体制を確保するため、必要な人員や資

源の継続的な確保、受援体制の強化、定期的な教育等の実施、防災訓練等を通じた経験

の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直しを行います。 

○ 庁舎が被災した際の代替施設の確保を円滑に進めるため、マニュアルの点検・見直し、

訓練の実施等を行います。 

○ 通信途絶が発生した場合に備え、復旧のための通信機器等の試験や手順の確認を行い

ます。 

 

（関係行政機関等との連携体制の整備） 

○ 災害発生時において被害が広範囲におよぶ場合には、町内防災関係機関のみでは対応

が困難となることから、人命や各種施設の被害を最小限にとどめ、早期の復旧・復興を

図るため、国、県、市町、関西広域連合、民間事業、ＮＰＯ、医療関係団体等と情報を

共有するなど、平時から各種訓練等を通じ、連携体制の整備、強化を図ります。 

 

（要配慮者対策の推進） 

○ 災害発生時における要配慮者の避難のための個別計画、要配慮者利用施設の避難確保

計画の策定などの避難体制整備が促進されるよう支援を行います。 

○ 指定避難所につき、高齢者や障害者、子どもなどの要配慮者にとって良好な生活環境が

確保されるよう、取組を推進します。 



16 

 

○ コンパクトシティ化により整備する中心核においては、災害時の避難場所となること

を念頭に、要配慮者の避難に対応した施設を整備します。 

 

（帰宅困難者対策の推進） 

○ 公共交通機関等の被災に伴う機能停止により、帰宅困難者が発生した場合に備え、県、

市町、事業者等と連携して、帰宅困難者の受け入れに必要な一時滞在施設の確保や施設

における飲料水、食料等の備蓄などの対策を促進します。また、県、市町、事業者等と

連携して、公共交通機関等の運行状況や一時滞在施設等の情報を帰宅困難者に提供し

ます。 

○ 帰宅困難者の一時滞在施設として利用できるよう国、県と連携し、道の駅の機能を強化

します。 

 

（非常用物資の備蓄促進） 

○ 災害発生時に備え、地域や家庭、事業所等において、非常食や生活必需品等を備蓄する

よう、引き続き啓発に努めます。また、災害発生時に確実に物資を提供できるよう、平

時から民間事業者と連携し物資輸送体制を構築するとともに、実効的な訓練を行って

不断の体制の見直しを行います。 

 

（被災者支援の充実） 

○ 国、県と連携し、大規模な自然災害により、生活基盤に著しい被害を受けた世帯の生活

再建を支援することにより、町民生活の安定と被害地の速やかな復興をめざします。 

○ 庁内関係課と連携して、災害時に被災者が必要となる情報を集約して提供します。 

 

≪消防等≫ 

（消防団員等の育成・確保） 

○ 被災時における救助・救急活動を行う人材の能力向上を図るため、個々の消防団員の能

率的な職務遂行能力等の資質向上を図ります。 

○ 災害発生時における救助・救急活動を担う人材を確保するため、県と連携し、広く町民

に対し消防・防災活動についての理解と関心を深めるなど、消防団員の確保に向けた環

境を整備します。 

 

【住宅・都市】 

（住宅・建築物の耐震対策）☆ 

○ 住宅の耐震化を促進するため、耐震性能が低いとされる在来木造住宅（昭和 56年（1981

年）５月以前着工）に対する耐震診断・改修にかかる補助制度の整備を図ります。 

○ 避難路等の安全を確保するため、避難路等に面する民間ブロック塀等について除却や
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改修等の耐震対策を進めます。 

○ 大規模地震における盛土造成地の宅地被害を防ぐため、県と連携し、宅地の耐震化を推

進します。 

○ 地震発生時における被害を軽減するため、多数の町民等が利用・参集する町立施設の耐

震対策を実施します。 

○ 地震や大雨に伴う盛土の崩落による被害を防止するため、盛土の安全性の把握・対策を

進めます。 

○ 住宅・建築物の耐震化の一層の推進を図るため、メディアやリーフレット等を活用して

耐震性向上の必要性に関する知識の普及・啓発を図るとともに、補助制度等の情報提供

や相談対応を促進します。 

 

（住宅・建築物の安全対策（住宅・建築物安全ストック形成事業）） 

○ 土砂災害の被害を軽減するため、土砂災害特別警戒区域にある民間住宅・建築物の土砂

災害対策改修等の安全対策を進めます。 

○ 健康被害の防止のため、民間建築物に使用されている吹付アスベスト含有調査を推進

します。 

 

（中心核の整備） 

○ 利便性向上とまちの魅力、安心して暮らし続けられる地域づくりのため、竜王町コン

パクトシティ化構想に基づく立地適正化計画を策定し中心核整備を進めます。 

 

（空き家対策） 

○ 災害発生時の倒壊による道路の閉塞や火災発生などを防止するため、総合的な空き家

対策を推進します。 

 

（緑地・オープンスペースの確保） 

○ 住宅地の延焼防止効果を向上させるため、緑地やオープンスペース（公園、街路等）の

確保を図ります。 

○ 町の防災機能を強化させるため、速やかな避難や救助を可能にする通路機能や火災な

どの延焼の拡大を遮断するなど災害遮断機能にもなる道路の整備を進めます。 

○ 避難場所や防災拠点となる公園の整備を進めます。 

 

（上水道施設の防災対策の推進） 

○ 災害発生時において安定した給水機能の維持・確保を図るため、計画的に上水道施設

（管路を含む。以下同じ）の耐震化や、長寿命化、機能強化等を進めるとともに、近年

の災害状況等を踏まえ、停電対策等を進めます。 

○ 被災時における迅速な水道機能の回復や被害発生時における継続的な事業体制を構築
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し、点検・訓練等により実効性を確保します。 

○ 関係機関との連携を強化することにより、災害時における迅速な応急給水に対応しま

す。 

 

（下水道施設の防災対策の推進）☆ 

○ 下水道施設が被災した場合、社会全体の復旧活動、町民活動での影響が大きいことか

ら、計画的に下水道施設の耐震化を進めるとともに、竜王町下水道ストックマネジメン

ト計画に基づき、老朽化対策を進めます。 

○ 被災時における迅速な下水道機能の回復や災害発生時における継続的な事業体制を構

築し、点検・訓練等により実効性を確保します。 

○ 立地適正化計画に基づき、居住誘導区域の下水道施設を整備します。 

 

（危険物等対策の推進） 

○ 危険物、高圧ガス、火薬類による災害の発生および拡大を防止するため、事業者や関係

団体の自主保安体制の強化、緊急時体制の整備を継続して促進するとともに、ＡＩ等の

デジタル技術を活用した先進事例の周知や耐震性能評価法の見直しに関する検討状況

の共有を図ります。 

 

（文化財の保護） 

○ 文化財の日常的な維持管理と計画的な保存修理を引き続き進めるとともに文化財の耐

震化、防災設備の整備等を進めます。 

○ 文化財が、より多くの人に支えられる環境を作り出すために、文化財の価値を発信し、

多くの人に文化財の価値を知ってもらうための取組を進めます。 

○ 災害発生時に県や市町・所有者とが連携して被害状況の把握や被害拡大防止に対応で

きるよう体制整備を進めるとともに、災害時の修復にも対応できるよう専門職員の資

質向上を図ります。 

○ 各地の有形無形文化財の保存のため、平時からの地域活動を促し、地域コミュニティの

活力を保っていきます。 

 

（迅速・円滑な復興まちづくり） 

○ 大規模災害のリスクを踏まえ、迅速・円滑な復興まちづくりについて県や地域住民とと

もにあらかじめ検討し、事前復興計画の策定を支援するなど、事前防災の観点から必要

な取組を行います。 

 

 

 



19 

 

【保健医療・福祉】 

（災害時の保健医療福祉提供体制の充実） 

○ 災害発生時における医療救護活動を円滑に行うため、関係機関と平時から情報を共有

し、各種訓練等を通じて連携強化を図ります。 

○ 医療施設および関係者不足緩和のため、災害時においても医療が提供できるよう、竜王

町国民健康保険診療所医科については施設や医療器械の維持、歯科については老朽化

が進んでいることから建て替えを進めます。 

○ 災害発生時の保健医療福祉活動を円滑に行うため、県や災害派遣医療チーム（ＤＭＡ

Ｔ）などの保健医療福祉活動チーム、関係団体等と平時から情報共有し、訓練等を通じ

て対応力向上および連携強化を図ります。 

 

（感染症等の発生・まん延防止） 

○ 災害発生時における感染症の流行、エコノミークラス症候群やストレス性疾患の発生

を防ぐため、平時から予防接種を促進するとともに、災害発生時には、保健所等と連携

し、迅速な医療機関の確保、防疫活動、保健活動を実施します。 

○ 感染症まん延下の災害発生においても円滑に対応できる医療提供体制を構築するため、

感染症対策病院等の耐震化を促進するとともに、災害および新興感染症等の感染拡大

時に対応可能な災害・感染症医療業務従事者の育成を進めます。 

 

（福祉避難所等の機能強化） 

○ 高齢者や障害者、子どもなどの要配慮者が日常的に利用する福祉施設について、利用時

にその安全が確保されるよう、災害時において、要配慮者が安心して生活できる福祉避

難所として活用できるよう、整備を支援します。 

 

【エネルギー】 

（自立・分散型エネルギーシステムの整備促進） 

○ 災害発生時にエネルギー供給が長期途絶する事態に備え、生活・経済活動継続等に必要

最小限のエネルギーを確保するため、事業所等において、自立・分散型エネルギーシス

テム（再生可能エネルギーや天然ガスコージェネレーション・燃料電池等）の整備等を

促進します。 

 

（適切なエネルギー供給のための体制整備） 

○ 災害発生時に必要なエネルギーを確保するため、優先供給を行う災害対応上の重要施

設や災害応急対策車両等の選定を行うとともに、定期的な訓練等の実施による供給体

制の整備を図ります。 
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【産業】 

（中小企業・小規模事業者の事業継続計画の策定支援） 

○ 企業の自主的な防災対策の促進、緊急時の対応力の強化および自社の経営管理の確認

等を行うとともに、災害時における経済活動（サプライチェーンを含む。）への影響を

最小限とするため、小規模事業者支援法改正（令和元年(2019 年)７月施行）に伴い、

商工会と竜王町が協働して策定した事業継続力強化支援計画に基づき、企業の事業継

続力強化計画やＢＣＰ策定・運用につながる実効性のある取組を進めます。 

 

【交通・物流】 

（主要幹線道路等ネットワークの整備）☆ 

○ 災害発生により、主要幹線道路網が本町で分断すれば、本町のみならず県全体の経済活

動の停滞を招くことから、支援の受入や他府県への支援の中継、他府県の交通拠点への

アクセス性向上のため、国道８号や国道４７７号、竜王ＩＣ周辺道路をはじめとした主

要幹線道路ネットワークの整備について、国・県と連携し推進します。 

 

（緊急輸送道路等ネットワークの整備）☆ 

○ 道路インフラの被災により、医療施設や広域防災拠点、町役場等へ到達できず、救助・

救急活動や災害対応に支障が生じる事態を回避するため、緊急輸送道路および重要物

流道路・代替補完路を中心とした道路ネットワークの整備を着実に実施します。 

○ 冬期における災害発生時には、関係機関と連携し、緊急輸送道路および重要物流道路・

代替補完路を中心とした交通確保を図るため除雪・凍結防止体制を強化します。 

○ 災害発生時において代替輸送路としての機能を確保するため、農林道の整備・改良を推

進します。 

○ 物資輸送ルートを確保するため、防災活動の中心となる防災拠点などを結ぶアクセス

道路や緊急輸送道路の整備により、災害に強い道路ネットワークを構築し、災害時でも

円滑で安全・安心な道路交通を確保します。 

○ 公共交通機関等の被災に伴う機能停止に伴い、自家用車の避難、帰宅による交通量増加

の渋滞により避難・帰宅が遅れる事態を回避するため、徒歩や自転車で避難・帰宅でき

る環境を整備します。 

○ 交通ネットワークを確保するため、災害発生時に被害を受けやすい橋梁の対策および

大雨時における道路斜面の災害発生を防ぐための道路防災対策、土砂災害対策を進め

るとともに、代替ネットワークの整備を進めます。 

 

（道路啓開体制の整備） 

○ 災害発生後の道路交通情報を的確に把握するとともに、迅速な道路啓開に向けて、道路
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啓開計画を策定し、関係機関の連携等により、装備資機材の充実、情報収集・共有、情

報提供など必要な体制整備を図ります。 

 

【農林水産】 

（農地・農業水利施設等の適切な保全管理）☆ 

○ 農業用水の安定供給や、台風・豪雨時の速やかな排水による出水被害の軽減などを維持

するために、農業水利施設等の計画的な保全更新対策を推進するとともに、施設が有す

る多面的機能が滞りなく発揮されるよう適切な維持管理に対して支援します。 

○ 農地の町土保全機能が維持されるよう、農業者が営農を継続するために必要となる整

備を進めるとともに、末端水利施設を保全管理している地域の共同活動に対して支援

します。また、都市住民などの地域外の多様な主体との交流を広げることで、集落機能

の維持・活性化を進め、地域の防災力を強化します。 

 

（農業集落排水施設の機能保全） 

○ 災害発生時に農業集落排水機能が維持されるよう、県と連携し、機能の診断や施設の機

能保全対策を計画的に進めます。 

 

（ため池の防災対策の推進）☆ 

○ 決壊した場合に家屋や公共施設等に被害を与えるおそれのある防災重点農業用ため池

について、利用状況や地震・豪雨・老朽化に関する評価結果に基づき、施設整備や廃池

を計画的に進めます。 

○ ため池が決壊した場合等に備え、地域住民が迅速かつ安全に避難できるよう、防災重点

ため池において地域住民と連携し、ため池ハザードマップの継続的な周知と活用を推

進します。 

 

（農業用ハウスを有する園芸産地の事業継続計画の策定促進） 

○ 園芸産地において非常時の備えが特に必要とされる、一定規模以上の農業用ハウスを

有する園芸産地に対する事業継続計画（ＢＣＰ）の策定の推進と農業用ハウスの補強等

必要な対策を支援します。 

 

【国土保全・土地利用】 

（河川の整備）☆ 

○ 河川の整備については、「河川整備計画」や「河川整備５ヶ年プラン」に基づき、整備

すべき優先度の高い河川から計画的に実施するよう県に要望していきます。特に多数

の支流を有する日野川の河川改修については河川改修が早期に実現できるよう県に要
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望していきます。 

○ 内水氾濫による被害を軽減するため、普通河川の災害防止対策に取り組みます。 

 

（ダム操作情報の適切な管理・運用） 

○ ダム操作に関わる情報を避難行動につなげるため、住民や関係機関に対し速やかに情

報提供が図れる仕組の構築・改良を進めます。 

 

（浸水対策の推進）☆ 

○ 局地的集中豪雨の頻発による浸水被害を軽減させるため、県と連携して、雨水排水施設

の整備によるハード対策と、ハザードマップの整備や普及啓発・訓練の実施によるソフ

ト対策を組み合わせた効果的かつ効率的な対策を推進します。 

○ 立地適正化計画に基づき、居住誘導区域に調整池を整備します。 

 

（土砂災害対策の推進）☆ 

○ 命を守ることを最優先に、人家と共に、避難行動の困難性が想定される要配慮者利用施

設や防災拠点・避難場所、災害時の緊急輸送道路や社会経済上の重要交通網の保全が必

要となる箇所の土砂災害対策施設整備を県に要望していきます。 

○ 土砂災害の被害を軽減するため、土砂災害特別警戒区域にある民間住宅・建築物の土砂

災害対策改修等の安全対策を進めます。（住宅・建築物安全ストック形成事業） 

 

（山地災害対策の推進） 

○ 山地災害防止等の森林の多面的機能の持続的発揮を図るため、主伐・再造林など森林整

備の実施と合わせ、イノシシ等の捕獲および被害対策を推進します。 

○ 森林整備事業による防災・減災対策を推進します。 

 

（盛土の安全性の把握・対策） 

○ 地震や大雨に伴う盛土の崩落による被害を防止するため、盛土の安全性の把握・対策を

県と連携し進めます。 

 

（地籍調査の推進） 

○ 災害復旧・復興の迅速化を図るため、パネル展示や様々な広報媒体の活用等の啓発活動

により認知度の向上を図ることなど、地籍調査を計画的に実施していきます。 

 

【環境】 

（有害物質・油等対策の推進） 

○ 有害物質・油等の大規模流出・拡散等を未然に防止するため、有害物質・油等を排出す
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るおそれのある事業者等や浸水リスクが高いと見込まれる事業者等への未然防止や対

応体制の整備の促進を行うとともに、資機材の更新・整備を行います。 

 

（浄化槽の設置促進） 

○ 下水道整備予定のない地域における合併処理浄化槽の設置を促進し、災害に強く早期

に復旧できる個別分散型処理施設の設置の推進を図ります。 

○ 災害発生時における浄化槽の躯体の損壊、槽内装置の故障等被災状況についての報告・

連絡体制を構築するため、浄化槽台帳システムの導入などにより、浄化槽の管理状況の

把握を県とともに進めます。 

 

（災害廃棄物処理体制の強化・充実） 

○ 災害廃棄物の円滑な処理のため、一般廃棄物処理業許可業者等との協定を締結します。 

○ 災害廃棄物の仮置き場、選別・処理方法等の検討および広域支援体制の構築を進めま

す。 

○ 災害廃棄物の発生を抑制するため、住宅や公共施設等の耐震化、老朽化対策を進める

とともに、空き家について竜王町空家等対策計画に基づき、発生の予防・抑制、適正

管理等の対策を図るとともに、特定空家等については倒壊等、著しく危険となる恐れ

があるため、適正な対応を進めていきます。 

 

横断的施策分野 

 

【リスクコミュニケーション】 

（防災研修・教育・交流等による地域防災力の向上）☆ 

○ 地域防災力の向上を図るため、住民や自主防災組織等への出前講座や防災リーダーと

なる多様な担い手の育成、継続的な防災訓練等を実施します。 

○ 竜王町における浸水被害の特徴をふまえ、ハザードマップを活用した避難体制の充実

支援や安全な住まい方への誘導、突発的なゲリラ豪雨などを想定した避難判断の検討

などを行い、地域防災力の向上を図ります。 

○ 万が一の原子力災害に対して「正しく知って、正しく伝え、正しく防ぐ」ため、住民と

リスクコミュニケーションを進め、知識の普及・啓発に取り組みます。 

○ 次世代を担う子どもたちが「自分の命は自分で守る」とともに「地域社会に貢献できる」

ようになるため、学校における防災教育と防災訓練の一層の充実を図ります。 

○ コンパクトシティ化により整備する中心核においては、防災研修・教育・交流の場とし

ても活用できる公園を整備します。 
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（災害ボランティアの活動支援）☆ 

〇 災害発生時において、社会福祉協議会等と連携し、災害ボランティアに関する情報提

供、相談、登録等の実施により、災害ボランティア活動が円滑となるよう、平時から

県や社会福祉協議会、ボランティア、ＮＰＯ等関係機関が緊密な連携協力体制を築い

ていくために必要な環境整備を進めるとともに、専門性を有するＮＰＯ等との連携を

図る災害中間支援組織の設置について検討を進めます。 

○ コンパクトシティ化により整備する中心核においては、災害発生時に災害ボランティ

ア活動に利用できることを念頭に各施設を整備します。 

 

（災害時応援協定を締結する団体等との連携強化）☆ 

○ 災害発生時の物資等の供給不足や復旧・復興のための人材の確保を図るため、新たな関

係団体との災害時応援協定の締結に向け協議・調整するとともに、既に応援協定を締結

している団体との連絡や情報交換を定期的に行い、防災訓練等を通して、必要に応じて

協定内容を見直すなど連携体制の強化を図ります。 

 

【老朽化対策】 

（公共施設マネジメント）☆ 

○ 公共施設等の老朽化に伴う大規模改修や更新（建替）については、「竜王町公共施設等

総合管理計画」に基づき、中長期的かつ総合的な観点から、４つの対応方針（「保有量

の縮減」、「既存施設の保全」、「運営の見直し」、「維持管理経費の縮減」）に基づく施設

マネジメントの取組を進めます。 

○ 将来にわたり、施設の効用を最大限発揮し、切れ目なくサービスを提供していくために

は、それぞれの施設特性に応じた性能および安全性の維持・確保が重要であるため、施

設の点検・診断等を適切に実施し、劣化状況や危険個所の早期把握・早期対応を行うこ

とで事故の未然防止や施設の安全確保を図るとともに、災害発生時において、その機能

を十分発揮できるよう、引き続き施設の適切な維持管理を実施します。 

○ 施設の性能・機能の保持・回復を図るため、施設ごとの長寿命化計画等（個別施設計画）

を策定し、長寿命化の取組を計画的に推進します。 

○ 建設から長期間経過している竜王小学校については、建直しを進めています。その他、

竜王こども園や学校給食センター、学童保育所等についても建直しを進めます。 

 

【デジタル活用】 

（デジタル活用による事前防災の促進・迅速な避難支援） 

○ 竜王町ＤＸ推進計画に基づき、防災ＤＸの一環として、激甚化・頻発化する自然災害に

備え、高度な防災気象情報等のデジタルデータの活用や最適な情報を提供できるシス



25 

 

テムを構築することで、事前防災の促進や災害時の迅速な避難支援等の取組を進めま

す。 

 

２ 施策分野別事業 

  施策分野ごとに実施する事業は、別紙３のとおりです。 

 

第５章 計画の推進と不断の見直し 

 

 １ 計画の推進 

   国土強靱化は、町地域計画による取組だけで実現できるものではなく、国基本計画

による取組や県地域計画の取組とも連携させて、国土強靱化の取組を推進していきま

す。 

 

 ２ 進行管理 

   進行管理においては、町地域計画に基づく国土強靱化の取組について、重要業績指

標（ＫＰＩ）の進捗度、外部環境の変化等を中心に、必要に応じてその進捗状況を把

握します。 

 

 ３ 計画の見直し 

   町地域計画は、外部環境の変化等に応じて、見直すこととします。 
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別紙１ 「起きてはならない最悪の事態」ごとの脆弱性評価結果 

 

事前に備えるべき目標 

１ あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ 

（１） 
大規模地震に伴う、住宅・建物・不特定多数が集まる施設等の複合的・大規

模倒壊による多数の死傷者の発生 

 

 ○町における住宅の耐震化率は令和４年（2022 年）に 74.3％となっており、滋賀県全

体の 82.7％から下回っている状況です。耐震診断、耐震改修の取組を支援する必要

があります。 

 

 ○防災上特に重要な建築物や公共施設の耐震化、老朽化対策を含めた施設の管理、装備

資機材の充実、各種訓練等により防災関係機関等の災害対応能力を向上させる必要が

あります。 

 

 〇町内の教育施設は耐震化実施済みですが、建設から長期間経過している竜王小学校に

ついては早期に建直しを進める必要があります。 

 

○速やかな避難や救助など町の防災機能を強化させるため、緑地やオープンスペースの

確保、空き家対策、老朽木造住宅の密集状態の解消など複合的な施策の推進が必要で

す。 

 

〇居住地の拡散・拡大を防ぎ、集住による迅速かつ効率的な避難を可能にするため、コ

ンパクトシティ化を推進する必要があります。 

 

 ○避難路等の安全を確保するため、避難路等に面する民間ブロック塀等について除去や

改修等の耐震対策を進める必要があります。 

 

○橋梁の耐震化や長寿命化対策、雪寒対策、無電柱化対策および大雨時における道路斜

面の災害発生を防ぐための道路防災対策、土砂災害対策を進めるとともに、代替ネッ

トワークの整備により複数交通渋滞による避難の遅れを回避する必要があります。 

 

 ○発災による交通安全施設の被害状況および通行止め等の交通情報を迅速に把握し、状

況に応じた的確な交通規制を実施するとともに、停電による信号機滅灯による交通渋

滞、交通事故を回避する必要があります。 
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 ○大規模地震から人命の保護を図るための救助・救急体制の絶対的不足が懸念されるた

め、消防団員の確保や救助資機材の整備が必要です。 

 

 ○耐震化が未完了である各公共施設やインフラ資産については耐震対策が必要です。ま

た、計画的に改修することで、施設の機能保全を図る必要があります。 

  耐用年数が超過した公共施設については、解体や建替えの必要があります。 

 

 〇空き家については竜王町空家等対策計画に基づき、発生の予防・抑制、適正管理等の

対策を図るとともに、特定空家等については倒壊等、著しく危険となる恐れがあるた

め、適切な対応をとらなければなりません。 

 

（２） 
地震に伴う住宅密集地等の不特定多数が集まる施設における大規模火災の発

生による多数の死傷者の発生 

 

 ○火災の発生には様々な原因があることを踏まえ、装備資機材の充実、各種訓練等によ

る災害対応機関等の災害対応力を向上させる必要があります。 

 

○大規模地震・火災から人命の保護を図るための救助・救急体制の絶対的不足が懸念さ

れるため、消防団員の確保、有効な防火水槽の整備、消防車両や設備の更新が必要で

す。 

 

 ○災害発生時は公助の手が回らないことも想定し、住民が主体となり自主避難や避難所

運営などを実践できるよう、地区防災計画の普及・啓発を行い、防災意識の向上等の

自助・共助を促進し、県と連携しながら計画策定に取り組む必要があります。 

 

○速やかな避難や延焼防止など町の防災機能を強化させるため、緑地やオープンスペー

スの確保、空き家対策、老朽木造住宅の密集状態の解消など複合的な施策の推進が必

要です。 

 

 ○火災などの延焼の拡大を遮断するなど、町の防災機能を強化させるため、災害遮断機

能にもなる道路を整備する必要があります。 
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（３） 
河川の氾濫等による突発的または広域かつ長期的な住宅地等の浸水やため

池・防災インフラの損壊・機能不全による多数の死傷者の発生 

 

 ○本町には河床が周辺の土地よりも高く、洪水による破堤により甚大な被害の発生が想

定される天井川が多く存在しており、天井川に流れ込む支流の河川も多く存在してい

ます。本川である日野川および被害の可能性の高い支川の河川改修を県と連携し促進

する必要があります。 

 

○河川や道路、橋梁等の整備による避難経路の確保等、ハード対策を進めることによっ

て被害の最小化を図る必要があります。 

 

○自主防災組織の強化、ハザードマップや防災計画の定期的な見直し、防災行政情報シ

ステム等を利用した情報収集および伝達体制の充実等、ソフト対策を進めることによ

って被害の最小化を図る必要があります。 

 

○人命確保には早期避難が重要であり、ハード対策とソフト対策を組み合わせることに

より大きな減災効果が発揮されることから、ハード対策とソフト対策を一体的に進め

る必要があります。 

 

〇居住地の拡散・拡大を防ぎ、集住による迅速かつ効率的な避難を可能にするため、コ

ンパクトシティ化を推進する必要があります。（再掲） 

 

（４） 
大規模多な土砂災害や大規模氾濫（深層崩壊、土砂・洪水氾濫、天然ダムの

決壊など）等による多数の死傷者の発生 

 

 ○地域活動の停滞や農地の管理の放棄等に伴う森林・農地の国土保全機能の低下や地球

温暖化に伴う集中豪雨の発生頻度の増加等により、農村や山地において災害発生のお

それがあります。このため、生命・財産の保全を目指し、保安林での荒廃地等におい

て治山施設および森林の保全・整備を進める必要があります。 

 

 ○ハード対策の着実な推進と警戒避難体制整備等のソフト対策を総合的に進める必要が

あります。 
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（５） 暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生 

 

 ○暴風雪や豪雪等に伴う死傷者や帰宅困難者、道路の大規模滞留の発生を防ぐには、雪

寒対策や早期・適切な退避行動が重要です。平時から、防災気象情報の適切な利活用

についての取組を推進しつつ、暴風雪・豪雪が予想されるときの不要不急の外出を抑

制する必要があります。このため、防災行政情報システムやＪアラート等の運用確認

と保守確認を徹底するとともに、さらなる情報伝達手段の充実を図る必要がありま

す。 

 

 ○集中的な大雪に備え、除雪体制の強化やスポット対策等のソフト対策と、道路等の公

共施設の耐雪害対策等のハード対策を実施していく必要があります。 

 

（６） 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

 

 ○防災関連情報を迅速かつ正確に収集・共有するため、防災情報の広域連携と効率的な

情報共有化・一元管理に資するシステムの構築を目指すとともに、クラウドサービス

の積極利用やバックアップ機能の充実などにより防災行政情報システムの強靭化を図

る必要があります。 

 

 ○大規模災害時に防災インフラを速やかに復旧するために、建設産業における担い手の

育成・確保を進める必要があります。 

  

 ○電力の供給停止に備え、災害対応上の重要施設において、防災行政情報システム等の

情報通信施設の機能維持に必要な非常用電源および燃料を確保する必要があります。 

 

 ○住民等への情報伝達手段として、竜王安心ほっとメール、防災行政無線および防災ア

プリの運用を継続し、災害時に情報サービスや通信インフラの機能が停止した場合に

は、いち早く情報発信が再開できるよう関係部署・民間事業者との連携強化が必要で

す。 

 

事前に備えるべき目標 

２ 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避

難生活環境を確保することにより関連死を最大限防ぐ 
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（１） 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

 

 ○災害発生時の救助・救急活動を行う人材の不足に備え、消防団員の確保や自主防災組

織の強化を行う必要があります。また、救助資機材や装備資機材の充実を図る必要が

あります。 

 

 ○被災時においても災害対応力を維持するため、自衛隊・警察・消防等との活動の連携

を目的とする合同訓練を実施する必要があります。 

 

（２） 
医療施設および関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー

供給の途絶による医療機能の麻痺 

 

 ○支援ルートを確保するため、大規模地震時に被害を受けやすい橋梁の対策、雪寒対

策、無電柱化対策および大雨時における道路斜面の災害発生を防ぐための道路防災対

策、土砂災害対策を進めるとともに、代替ネットワークの整備を進める必要がありま

す。国道８号、国道 477 号および竜王ＩＣ周辺は町だけでなく、周辺地域の交通の

要になるため、国や県と連携し、整備促進を推進する必要があります。 

 

 〇医療施設および関係者不足緩和のため、災害時においても医療が提供できるよう、竜

王町国民健康保険診療所医科については施設や医療器械の維持、歯科については老朽

化が進んでいることから建て替える必要があります。 

 

（３） 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす多数の被災者の健康・心

理状態の悪化による死者の発生 

 

 ○避難所等における生活ニーズに可能な限り対応できるよう、資機材の準備や更新、耐

震化や老朽化対策も含めた建物改修等を進める必要があります。 

 

○学校施設は指定避難所に指定しているため、トイレや自家発電設備、備蓄倉庫の整

備、施設のバリアフリー化など、避難生活の改善を図る機能を強化する必要がありま

す。 

 

〇町内の教育施設は耐震化実施済みですが、建設から長期間経過している竜王小学校に

ついては早期に建直しを進める必要があります。（再掲） 
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 ○避難所で必要となる、食料、飲料水等の備蓄品の整備を進めるとともに、水道の応急

対策の強化と円滑な支援物資輸送を実施するための体制構築を進める必要がありま

す。また、各家庭や自治会に対して必要な備蓄品の整備を促進する必要があります。 

 

 ○災害時に拠点となる庁舎等については、耐震化実施済みですが、老朽化対策を含めた

施設管理を行い、庁舎の被災による行政機能の低下を招かないようにする必要があり

ます。 

 

 〇感染症の流行、エコノミークラス症候群やストレス性の疾患が多発しないよう、保健

所や医療関係者、地域住民等が連携して中長期的なケア、健康管理を行う体制を構築

する必要があります。 

 

（４） 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供

給の停止 

 

 ○物資輸送ルートを確保するため、大規模地震時に被害を受けやすい橋梁の対策、雪寒

対策、無電柱化対策および大雨時における道路斜面の災害発生を防ぐための道路防災

対策、土砂災害対策を進めるとともに、代替ネットワークの整備により複数輸送ルー

トの確保を図る必要があります。国道８号、国道 477 号および竜王ＩＣ周辺は町だ

けでなく、周辺地域の物資供給の要になるため、国や県と連携し、整備促進を推進す

る必要があります。 

 

 ○発災後に道路交通情報を的確に把握するとともに、迅速な輸送経路啓開に向けて、情

報収集・共有・提供などを図る体制整備と装備資機材の充実を図る必要があります。 

 

 ○上下水道施設の耐震化を進めるとともに、緊急時の給水能力を確保するため、管路の

多系統化などバックアップシステムの構築を行う必要があります。また、被災時にお

ける迅速な水道機能の回復や災害発生時における継続的な事業体制を維持する必要が

あります。 

 

 〇災害発生時は、輸送ルートの途絶等により、食料、飲料水・トイレ等の供給が停止す

るおそれがあるため、地域防災計画に基づき、各家庭や避難所における物資の備蓄を

促進する必要があります。また、備蓄倉庫整備と備蓄品の拡充・更新を進める必要が

あります。 

 

 



32 

 

（５） 想定を超える大量の帰宅困難者の発生による混乱 

  

○公共交通機関等の被災に伴う機能停止により、帰宅困難者が発生した場合に備え、事

業者等と連携し、帰宅困難者の受け入れに必要な一時滞在施設の確保や施設における

飲料水、食料等の備蓄対策の促進や、公共交通機関等の運行状況の情報共有体制の強

化を行う必要があります。 

 

 ○帰宅するために必要な交通インフラの復旧の早期実現のため、大規模地震時に被害を

受けやすい橋梁の対策、雪寒対策、無電柱化対策および大雨時における道路斜面の災

害発生を防ぐための道路防災対策、土砂災害対策を進めるとともに、代替ネットワー

クの整備を進める必要があります。国道８号、国道 477 号および竜王ＩＣ周辺は町

だけでなく、周辺地域の交通の要になるため、国や県と連携し、整備促進を推進する

必要があります。 

 

 〇帰宅困難者の一時滞在施設として利用できるよう国、県と連携し、道の駅の機能を強

化する必要があります。 

 

（６） 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

 

 ○道路防災対策や土砂災害、治山対策、雪寒対策等を進めるとともに代替ネットワーク

の整備により複数輸送ルートの確保を図る必要があります。国道８号、国道 477 号

および竜王ＩＣ周辺は町だけでなく、周辺地域の交通の要になるため、国や県と連携

し、整備促進を推進する必要があります。 

 

 ○各家庭に対して、物資の備蓄を促進する必要があります。また、備蓄倉庫整備と備蓄

品の拡充・更新を進める必要があります。 

 

（７） 大規模な自然災害と感染症との同時発生 

 

 ○災害発生時における感染症の発生・まん延を防ぐため、平時から予防接種を促進する

とともに、災害発生時には、保健所等を拠点として、県と連携し、迅速な医療機関の

確保、防疫活動、保健活動を実施する必要があります。 
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 ○感染症まん延下の災害発生においても円滑に対応できる医療提供体制を構築するた

め、感染症対策病院等の耐震化を促進するとともに、災害および新興感染症等の感染

拡大時に対応可能な災害・感染症医療業務従事者の育成を進める必要があります。 

 

 ○災害発生時において、被災者の生活空間から下水を速やかに排除、処理するため、下

水道施設の耐震化・耐水化と老朽化対策による耐災害性の強化を図る必要があります。 

 

事前に備えるべき目標 

３ 必要不可欠な行政機能を確保する 

（１） 
被災による司法機能、警察機能の大幅な低下等による治安の悪化、社会の混

乱 

 

 ○災害発生時の治安の悪化や社会の混乱を防止するため、消防団員の確保や自主防災組

織の強化と関係団体の連携など体制整備を図る必要があります。 

 

 ○警察施設の倒壊等による警察機能の停止を防止するため、代替施設を確保し、治安維

持を図る必要があります。 

 

○避難所およびその周辺等における犯罪抑制のため、防犯カメラの整備を進める必要が

あります。 

 

（２） 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

 

 ○災害が発生し、業務継続に大きな制限が生じる状況下でも住民の生活を守るために実

施しなければならない業務について、継続して実施できる体制等を整える必要があり

ます。 

 

 ○行政機関の職員・施設そのものの被災だけでなく、周辺インフラの被災によっても機

能不全が発生する可能性があるため、災害発生時に被害を受けやすい橋梁の対策、雪

寒対策、無電柱化対策および大雨時における道路斜面の災害発生を防ぐための道路防

災対策、土砂災害対策を進めるとともに、代替ネットワークの整備を進める必要があ

ります。国道８号、国道 477 号および竜王ＩＣ周辺は町だけでなく、周辺地域の交

通の要になるため、国や県と連携し、整備促進を推進する必要があります。 

 

 



34 

 

事前に備えるべき目標 

４ 経済活動を機能不全に陥らせない 

（１） 
サプライチェーンの寸断・一極集中等による企業の生産力・経営執行力低下

による国際競争力の低下 

 

 ○物資供給ルートを確保するため、災害発生時に被害を受けやすい橋梁の対策、雪寒対

策、無電柱化対策および大雨時における道路斜面の災害発生を防ぐための道路防災対

策、土砂災害対策を進めるとともに、代替ネットワークの整備を進める必要がありま

す。国道８号、国道 477 号および竜王ＩＣ周辺は町だけでなく、周辺地域の物資供

給の要になるため、国や県と連携し、整備促進を推進する必要があります。 

 

○発災後の迅速な輸送経路啓開に向けて資機材の充実、情報共有体制の整備を図る必要

があります。 

 

 ○民間企業に対して、発災後も経済活動等を継続できるよう事業継続計画の策定を促進

する必要があります。 

 

（２） 
高圧ガス施設等の重要な産業施設の火災・爆発に伴う有害物質等の大規模拡

散・流出 

 

 ○危険物、高圧ガス、火薬類による災害の発生および拡大を防止するため、事業者や関

連団体の自主保安体制の強化、緊急時体制の整備を促進する必要があります。 

  また、近年の課題として、高齢化等による保安人材の不足や南海トラフ等の巨大地震

を想定した耐災害性の向上および防災対策の強化について、それらの対策を講ずる必

要があります。 

 

（３） 金融サービス・郵便等の機能停止による住民生活・商取引等への甚大な影響 

 

 ○金融機関に対して、経済活動等を継続できるよう事業継続計画の策定を促進する必要

があります。 

 

○郵便物の送達を確保するため、災害発生時に被害を受けやすい橋梁の対策、雪寒対

策、無電柱化対策および大雨時における道路斜面の災害発生を防ぐための道路防災対

策、土砂災害対策を進めるとともに、代替ネットワークの整備を進める必要がありま

す。 
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（４） 食料等の安定供給の停滞に伴う、経済活動への甚大な影響 

 

 ○食料輸送ルートを確保するため、災害発生時に被害を受けやすい橋梁の対策、雪寒対

策、無電柱化対策および大雨時における道路斜面の災害発生を防ぐための道路防災対

策、土砂災害対策を進めるとともに、代替ネットワークの整備を進める必要がありま

す。国道８号、国道 477 号および竜王ＩＣ周辺は町だけでなく、周辺地域の物資供

給の要になるため、国や県と連携し、整備促進を推進する必要があります。 

 

 ○農林水産業に係る生産基盤等の災害対応力強化に向けたハード対策の適切な推進を図

るとともに、地域コミュニティと連携した施設の保全・管理や施設管理者の体制整備

等のソフト対策を組み合わせる必要があります。 

 

 ○災害発生時において、必要最低限の飲料水・食料品等の物資を調達するため、平時か

ら災害応援協定等を締結した団体等との連絡や情報交換を定期的に行い、連携体制の

強化を図る必要があります。 

 

（５） 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

 

 ○上水道施設、農業水利施設等の耐震化や長寿命化、機能強化を進める必要がありま

す。 

 

（６） 農地・森林や生態系等の被害に伴う町土の荒廃・多面的機能の低下 

 

 ○豪雨災害等による林地の被害の拡大を防ぐためには、山地災害防止や水源涵養等の森

林の公益的機能の発揮が重要であることから、間伐および主伐後の再造林の確実な実

施と、これに必要となる強靭で災害に強く代替路にもなる林道の開設・改良を進める

必要があります。あわせて、重要インフラ施設周辺の森林整備、森林被害を防止する

ためのイノシシをはじめとする鳥獣害対策を進める必要があります。 

 

 ○森林の公益的機能の低下を防ぐには、地域住民と地域外関係者等が一体となって森林

の保全管理や山村活性化の取組、森林境界の明確化を通じた施業の集約化により地域

の森林の整備を行う必要があります。 
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 ○林業の担い手の確保や、ＣＬＴ等の建築用木材の供給・利用の促進を強化し、森林の

町土保全機能の維持・発揮を進める必要があります。 

 

 ○地域の共同活動等による保全管理が困難になった場合には、町土保全機能の低下が懸

念されるため、地域の主体性・協働力を生かした農地・農業水利施設等の地域資源の

適切な保全管理や自主的な防災・復旧活動の体制整備を推進する必要があります。 

 

 ○耕作放棄地については、地元地域をはじめ農業関係団体、行政等が連携し、農地の復

元支援や担い手等への利用集積を促進する必要があります。 

 

 ○老朽化した農業施設の耐震化や長寿命化対策を行う必要があります。 

 

事前に備えるべき目標 

５ 情報通信サービス、電力等ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネッ

トワーク等の被害を最小限にとどめるとともに、早期に復旧させる 

（１） 

テレビ・ラジオ放送の中断やインターネット・ＳＮＳの障害等により、災害

時に活用する情報サービスや通信インフラが機能停止し、情報の収集・伝達

ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

 

 ○電力の供給停止に備え、災害対応上の重要施設において、防災行政情報システム等の

情報通信施設の機能維持に必要な非常用電源および燃料を確保する必要があります。

（再掲） 

 

 ○電柱の倒壊等により電力等の供給停止を発生させないように、道路の無電柱化、水

害・土砂災害対策を着実に推進する必要があります。 

 

 ○情報サービスや通信インフラの機能が復旧した際に、いち早く活動再開ができるよう

官民連携の強化を図る必要があります。 

  また、災害時にも被災情報や避難情報等が入手できるように、通信障害の発生に備え

た情報伝達手段の多重化を促進する必要があります。 

 

 ○防災行政情報システムやＪアラート等の運用確認と保守確認を徹底するとともに、さ

らなる情報伝達手段の充実を図る必要があります。また、住民への周知を継続して行

う必要があります。 
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（２） 

電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・Ｌ

Ｐガスサプライチェーン等の燃料供給施設等の長期間・大規模にわたる機能

の停止 

 

 ○公共施設や事業所等において、災害発生時にエネルギー供給が長期途絶する事態に備

え、業務継続等に必要最低限のエネルギーを確保するため、自立・分散型エネルギー

システムの整備等を進める必要があります。 

 

 〇災害応急対策車両等への供給を行えるよう、石油関係団体との応援協定を締結し、供

給体制の整備を図る必要があります。 

 

○燃料等の供給ルートを確保するため、災害発生時に被害を受けやすい橋梁の対策、雪

寒対策、無電柱化対策および大雨時における道路斜面の災害発生を防ぐための道路防

災対策、土砂災害対策を進めるとともに、輸送経路の啓開や施設の復旧を迅速に実施

できる体制の整備を図る必要があります。国道８号、国道 477 号および竜王ＩＣ周

辺は町だけでなく、周辺地域の物資供給の要になるため、国や県と連携し、整備促進

を推進する必要があります。 

 

（３） 上下水道・工業用水道施設の長期間にわたる機能停止 

 

 ○災害発生時において安定した給水機能の維持・確保を図るため、上水道施設の耐震化

を進めるとともに、管路の多系統化などバックアップシステムの構築を行う必要があ

ります。 

 

 ○被災時における迅速な水道機能の回復や災害発生時における継続的な事業体制を構築

し、点検・訓練等により実効性を確保していく必要があります。 

 

 ○関係機関との連携を強化し、災害時における応急給水に関して迅速に対応していく必

要があります。 

 

 ○災害に強く持続可能な上下水道システムの構築に向け、竜王町上下水道耐震化計画を

策定し、当該計画に基づき、上下水道施設の耐震化を進めていく必要があります。 

 

 〇竜王町下水道ストックマネジメント計画に基づき、下水道施設の老朽化対策を進めて

いく必要があります。 
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 ○防災拠点や避難所におけるトイレの確保のため、マントホールトイレの整備や仮設ト

イレの備蓄を促進する必要があります。 

 

（４） 交通インフラの長期間にわたる機能停止による物流・人流への甚大な影響 

 

 ○災害発生直後においても地域交通ネットワークを確保するため、災害発生時に被害を

受けやすい橋梁の対策、雪寒対策、無電柱化対策および大雨時における道路斜面の災

害発生を防ぐための道路防災対策、土砂災害対策を進めるとともに、迂回路として活

用できる農道等を含む代替ネットワークの整備により複数ルートの確保を図る必要が

あります。 

 

 ○発災後、交通情報を的確に把握するとともに、迅速な輸送経路啓開に向けて、資機材

の充実、情報収集・共有、情報提供などの体制整備を図る必要があります。 

 

事前に備えるべき目標 

６ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

（１） 
自然災害後の地域のより良い復興に向けた事前復興ビジョンや地域合意の欠

如等により、復興が大幅に遅れる事態 

 

 ○事前防災・事前復興について、県や地域住民等と共にあらかじめ検討していく必要が

あります。 

 

 ○災害時に被災者にとって必要となる支援制度にかかる情報を収集して、一元的に集約

する仕組みを検討する必要があります。 

 

 ○地域の活動組織が実施する森林の保全管理や山村活性化の取組を通じて、地域の防

災・減災に資する山村コミュニティの維持・活性化を推進する必要があります。 

 

 ○地域の活動組織が実施する農地や末端水利施設の保全管理、農村活性化の取組を通じ

て、地域の防災・減災に資する農村集落機能の維持・活性化を推進する必要がありま

す。 
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（２） 

復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、ボランティア、ＮＰＯ、

企業、労働者、地域に精通した技術者等）の不足等により復興が大幅に遅れ

る事態 

 

 ○災害発生時に復旧・復興、道路啓開等を担う建設産業における担い手の育成・確保を

支援する必要があります。また、ボランティアの中核となる人材を育成するととも

に、専門性を有するＮＰＯ等の連携を図る災害中間支援組織の設置について検討を進

める必要があります。 

 

 ○被災地の復旧・復興に重要な役割を果たしている災害ボランティア活動が円滑に行わ

れるよう支援する必要があります。 

 

 ○道路啓開を迅速に行う等、復旧に携わる人材の確保を図るため、災害時応援協定を締

結する団体等との連絡や情報交換を定期的に行い、防災訓練等を通して、必要に応じ

て協定内容を見直すなど連携体制の強化を図る必要があります。 

 

（３） 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

 

 ○災害廃棄物の発生を抑制するため、住宅や公共施設等の耐震化、老朽化対策を進める

とともに、空き家については竜王町空家等対策計画に基づき、発生の予防・抑制、適

正管理等の対策を図るとともに、特定空家等については倒壊等、著しく危険となる恐

れがあるため、適切な対応をとる必要があります。 

 

○災害廃棄物等の円滑な処理のため、一般廃棄物処理業許可業者等との協定を締結する

必要があります。 

 

 ○災害廃棄物の仮置き場、選別・処理方法等の検討、広域支援体制の構築が必要になり

ます。 

 

（４） 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅

に遅れる事態 

 

 ○災害後の円滑な復旧・復興のためには、地籍調査等により土地境界等を明確にしてお

くことが重要となりますが、本町の地籍調査進捗率は 46.2％（R1）にとどまってい

ます。本町の地域防災計画にも地籍調査の推進は位置付けられていることから、出前

講座などの啓発活動により認知度を高めて地籍調査の推進を図る必要があります。 
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（５） 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・

無形の文化の衰退・損失 

 

 ○文化財の耐震化、防災設備の整備等を引き続き進めることにより、文化財を適切な状

態に保ち見学者等の安全を確保することが重要です。また、自然環境や農地の持つ防

災・減災機能を保つため、適切な保全管理をする必要があります。 

 

 ○地域コミュニティの崩壊は、無形の民俗文化財の喪失のみならず、地域コミュニティ

の中で維持されてきた建築物など有形の文化財にも影響するため、平時から地域での

共同活動等を促し、地域コミュニティの活力を保っていく必要があります。 

 

（６） 
国際的風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による

町経済等への甚大な影響 

 

 ○災害発生時においても、風評被害等に対応するため、正確な情報を迅速に発信する機

能を維持する必要があります。 
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別紙２ 個別・横断的施策分野別重要業績指標（ＫＰＩ）一覧 

 

【行政機能／警察・消防等】 

≪行政機能≫ 

重要業績指標 現況（令和６年） 目標(令和 11 年） 

竜王町防災訓練参加者数【生活安全課】 760 800 

竜王安心ほっとメール・防災アプリ登録者数

【生活安全課】 
2872 3400 

受援計画の策定【生活安全課】 未策定 策定 

地区防災拠点施設（備蓄倉庫）の整備 

【生活安全課】 
５箇所 ７箇所 

個別避難計画の策定【生活安全課・福祉課・健

康推進課・自立支援課】 
０件 20 件 

発災後 48時間以内に TKBが確保することがで

きる指定避難所数【生活安全課】 
０箇所 ６箇所 

 

≪消防等≫ 

重要業績指標 現況（令和６年） 目標(令和 11 年） 

消防団員の確保【生活安全課】 184 192 

救助機能を持った消防ポンプ車の整備【生活

安全課】 
１台 ２台 

 

【住宅・都市】 

重要業績指標 現況（令和６年） 目標(令和 11 年） 

住宅の耐震化率【建設計画課】 74.3％ おおむね解消 

住宅の耐震化診断員派遣の件数【建設計画課】 ５件 ５件 

上水道基幹管路の耐震化率【上下水道課】 23％ 34％ 

下水道施設の総合地震対策計画の策定 

【上下水道課】 
策定中 策定済 

 

【保健医療・福祉】 

重要業績指標 現況（令和６年） 目標(令和 11 年） 

各関係機関と連携した防災訓練の実施回数 

【生活安全課】 
年１回 年２回 
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【交通・物流】 

重要業績指標 現況（令和６年） 目標(令和 11 年） 

生活や未来を支える強靱な社会インフラの 

整備・道路整備延長【建設計画課】 
118,326m 119,026m 

橋梁長寿命化修繕計画に基づく対策実施率 

【建設計画課】 
15％ 19％ 

 

【農林水産】 

重要業績指標 現況（令和６年） 目標(令和 11 年） 

ため池耐震調査実施率【農業振興課】 86％ 100％ 

ため池ハザードマップの整備箇所数 

【農業振興課】 
28 28 

 

【国土保全・土地利用】 

重要業績指標 現況（令和６年） 目標(令和 11 年） 

イノシシの年間捕獲頭数【農業振興課】 39 50 

地籍調査進捗率【建設計画課】 47.5％ 48.1％ 

 

【環境】 

重要業績指標 現況（令和６年） 目標(令和 11 年） 

災害廃棄物処理の協定締結【生活安全課】 締結 締結（拡充） 

災害廃棄物処理計画策定【生活安全課】 策定 策定（継続） 

 

【リスクコミュニケーション】 

重要業績指標 現況（令和６年） 目標(令和 11 年） 

防災ハザードマップの更新【生活安全課】 
未更新 

更新（令和８年

度） 

防災公園の整備【生活安全課・中心核整備課】 ０箇所 １箇所 

防災出前講座の実施【生活安全課】 ７ 10 

防災士の確保【生活安全課】 ３ 40 

 

【老朽化対策】 

重要業績指標 現況（令和６年） 目標(令和 11 年） 

建築系公共施設個別施設計画の進捗【総務

課】 
29％ 79％ 

 



【行政機能／消防等】

（町域全体の危機対応力の向上）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

中心核整備事業 町
国土交通省・総
務省・内閣府

R３～R12
中心核整備課
未来創造課
生涯学習課

公園・コミセン

小型動力ポンプ整備事業 町 総務省 毎年 生活安全課

町防災訓練事業 町 － 毎年 生活安全課

消防施設管理事業 町 内閣府・消防庁 毎年 生活安全課
防災倉庫・地区
防災拠点施設

（住民等への情報伝達手段の多様化・正確な情報発信）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

防災情報通信設備管理事業 町 － 毎年 生活安全課 町防災行政無線

（関係行政機関等との連携体制の整備）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

消防・防災無線保守管理費 町 滋賀県 毎年 生活安全課 県防災行政無線

（要配慮者対策の推進）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

中心核整備事業 町
国土交通省・総
務省・内閣府

R３～R12
中心核整備課
未来創造課
生涯学習課

公園・コミセン

災害時要援護者支援事業 町 － 毎年 生活安全課

屋内運動場空調設備整備事業 町 文部科学省 R８～R15 教育総務課 屋内運動場空調整備

（非常用物資の備蓄促進）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

防災資機材整備事業 町 内閣府、消防庁 毎年 生活安全課

（被災者支援の充実）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

被災者生活再建支援金支給 町 内閣府、滋賀県 毎年 生活安全課

（消防団員等の育成・確保）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

消防団運営事業 町 消防庁 毎年 生活安全課

消防施設管理事業（再掲） 町 内閣府・消防庁 毎年 生活安全課

【住宅・都市】

（住宅・建築物の耐震対策（住宅・建築物安全ストック形成事業））

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

建築物耐震改修促進計画策定（見直し） 町 － 5年に1回 建設計画課

木造住宅耐震診断員派遣事業
（住宅・建築物安全ストック形成事業） 町 国土交通省 毎年 建設計画課
木造住宅耐震補強案作成事業
（住宅・建築物安全ストック形成事業） 町 国土交通省 毎年 建設計画課
木造住宅耐改修事業費補助事業（ブロック塀等
耐震対策を含む）
（住宅・建築物安全ストック形成事業）

町 国土交通省 毎年 建設計画課

（住宅・建築物の安全対策）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考
建築物土砂災害対策改修促進事業
（住宅・建築物安全ストック形成事業） 町 国土交通省 毎年 建設計画課
民間建築物に係る吹付アスベスト含有調査補助
事業
（住宅・建築物安全ストック形成事業）

町 国土交通省 毎年 建設計画課

防災基盤整備事業 町 － 毎年 生活安全課
感震ブレー
カー、耐震シェ

（中心核の整備）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

立地適正化計画関連事業 町 － R７～R12 建設計画課

別紙３　施策分野別事業一覧
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（空き家対策）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

空き家対策事業 町 － 毎年 建設計画課

（緑地・オープンスペースの確保）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

都市公園事業 町 国土交通省 毎年 建設計画課

中心核整備事業 町 国土交通省 R３～R12 中心核整備課 歩行者道路

（上水道施設の防災対策の推進）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

管路緊急改善更新事業 町 国土交通省 令和11年度完了 上下水道課

管路更新事業 町 ― 毎年 上下水道課

水道施設整備（更新）事業 町 ― 毎年 上下水道課

（下水道施設の防災対策の推進）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

下水道施設老朽化対策事業 町 国土交通省 令和７年度以降完了 上下水道課

下水道施設耐震化対策事業 町 国土交通省 令和７年度以降完了 上下水道課

下水道施設未普及対策事業 町 国土交通省 令和７年度以降完了 上下水道課

下水道施設浸水対策事業 町 国土交通省 令和７年度以降完了 上下水道課

立地適正化計画関連事業 町 ― 未来創造課

（文化財の保護）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

国宝重要文化財保存修理強化対策事業苗村神社 文部科学省 令和８年度～10年度 文化庁文化資源活用課

国宝重要文化財保存修理強化対策事業（耐震関係）苗村神社 文部科学省 令和８年度～10年度 文化庁文化資源活用課

【保健医療・福祉】

（災害時の保健医療福祉提供体制の充実）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

防災資機材整備事業（再掲） 町 内閣府、消防庁 令和７年度～11年度 生活安全課

災害時要援護者支援事業 町 内閣府、消防庁 毎年 生活安全課

（感染症等の発生・まん延防止）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

新型インフルエンザ対策費 町
内閣府
厚生労働省

毎年
生活安全課
健康推進課

【産業】

（中小企業・小規模事業者の事業継続計画の策定支援）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

事業継続計画策定支援事業 町、町商工会経済産業省 R2.4.1～R7.3.31 商工観光課

【交通・物流】

（緊急輸送道路等ネットワークの整備）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

町道殿山線 町 国土交通省 令和７年度以降完了 建設計画課 道路改築

（他）山面鏡西線・鏡工区 町 国土交通省 令和７年度以降完了 建設計画課 道路改築

鏡七里線・山面 町 国土交通省 令和７年度以降完了 建設計画課 法面修繕

綾戸橋本西線 町 国土交通省 令和７年度以降完了
中心核整備課・
建設計画課

道路改築

東西線 町 国土交通省 令和７年度以降完了
中心核整備課・
建設計画課

道路改築

【農林水産】

（農地・農業水利施設等の適切な保全管理）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

県営かんがい排水事業 県 農林水産省 毎年 農業振興課

県営経営体育成基盤整備事業 県 農林水産省 毎年 農業振興課

団体営土地改良事業 団体 農林水産省 毎年 農業振興課
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土地改良施設維持管理適正化事業 団体 農林水産省 毎年 農業振興課

県営地すべり対策事業 県 農林水産省 毎年 農業振興課

県営農地防災事業 県 農林水産省 毎年 農業振興課

団体営農地防災事業 町、団体 農林水産省 毎年 農業振興課

（ため池の防災対策の推進）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

県営農地防災事業 県 農林水産省 毎年 農業振興課

団体営農地防災事業 町、団体 農林水産省 毎年 農業振興課 再掲

（農業用ハウスを有する園芸産地の事業継続計画の策定促進）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

園芸産地における事業継続強化対策事業 県・町・団体農林水産省 毎年 農業振興課

【国土保全・土地利用】

（河川の整備）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

災害防止対策事業 町 国土交通省 毎年 建設計画課

（浸水対策の推進）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

町防災訓練事業（再掲） 町 － 毎年 生活安全課

防災資機材整備事業（再掲） 町 内閣府、消防庁 毎年 生活安全課

立地適正化計画関連事業 町 － R７～R12 未来創造課

（土砂災害対策の推進）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

建築物土砂災害対策改修促進事業
（住宅・建築物安全ストック形成事業） 町 国土交通省 毎年 建設計画課

がけ地近接等危険住宅移転事業
（住宅・建築物安全ストック形成事業） 町 国土交通省 毎年 建設計画課

町防災訓練事業（再掲） 町 － 毎年 生活安全課

防災資機材整備事業（再掲） 町 内閣府、消防庁 毎年 生活安全課

（山地災害対策の推進）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

町防災訓練事業（再掲） 町 － 毎年 生活安全課

防災資機材整備事業（再掲） 町 内閣府、消防庁 毎年 生活安全課

（地籍調査の推進）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

社会資本円滑化地籍事業 町 国土交通省 毎年 建設計画課

地籍調査事業 町 国土交通省 毎年 建設計画課

【環境】

（有害物質・油等対策の推進）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

汚水処理対策事業 町 － 毎年 生活安全課

（浄化槽の設置促進）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

汚水処理対策事業（再掲） 町 環境省 毎年 生活安全課

（災害廃棄物処理体制の強化・充実）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

廃棄物処理対策費 町 ー 毎年 生活安全課

【リスクコミュニケーション】

（防災研修・教育・交流等による地域防災力の向上）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

中心核整備事業 町
国土交通省・総
務省・内閣府

R３～R12
中心核整備課
未来創造課
生涯学習課

公園・コミセン

町防災訓練事業（再掲） 町 － 毎年 生活安全課

災害対策・一般管理 町 － 毎年 生活安全課 防災士育成
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（災害ボランティアの活動支援）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

中心核整備事業 町 総務省・内閣府 R３～R12
中心核整備課
未来創造課
生涯学習課

公園・コミセン

（災害時応援協定を締結する団体等との連携強化）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

町防災訓練事業（再掲） 町 － 毎年 生活安全課

【老朽化対策】

（公共施設マネジメント）

事業名 実施主体 関係府省庁 事業期間 担当部署 備考

町有施設の老朽化対策事業（長
寿命化対策事業＋更新・改修事
業）（建築物）

町 － 毎年 未来創造課

都市公園安全・安心対策事業（公園施設長寿命
化計画策定調査） 町 国土交通省 5年に1回 建設計画課
都市公園安全・安心対策事業（公園施設長寿命
化対策支援事業） 町 国土交通省 毎年 建設計画課

橋梁点検 町 国土交通省 5年に1回 建設計画課

橋梁長寿命化修繕計画 町 国土交通省 毎年 建設計画課 橋梁修繕

巡検線ほか３路線 町 国土交通省 毎年 建設計画課 舗装修繕

町道維持修繕事業 町 - 毎年 建設計画課

給食センター・こども園、学童
保育所

町
文部科学省・厚
生労働省

R３～R12
健康推進課
教育総務課

給セ・こども
園・学童
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